
○京都市暴力団排除条例施行規則 

平成２４年８月７日 

規則第２３号 

改正 令和４年３月３１日規則第１１６号 

京都市暴力団排除条例施行規則 

（用語） 

第１条 この規則において使用する用語は、京都市暴力団排除条例（以下「条例」という。）

において使用する用語の例による。 

（使用人） 

第２条 条例第２条第４号イ及びウに規定する別に定める使用人は、次に掲げる者とする。 

（１） 支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者

であるかを問わず、営業所、事務所その他の組織（以下「営業所等」という。）の業

務を統括する者 

（２） 営業所等において、部長、次長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他い

かなる名称を有する者であるかを問わず、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務の全

部又は一部について一切の裁判外の行為をなす権限を有し、又は当該営業所等の業務

を統括する者の権限を代行し得る地位にある者 

（暴力団密接関係者） 

第３条 条例第２条第５号に規定する別に定める者は、次に掲げる者その他の暴力団又は

暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者とする。 

（１） 暴力団の威力を利用している者 

（２） 暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資す

ることとなる金銭、物品その他の財産上の利益を供与している者 

（３） 暴力団又は暴力団員と社会通念上形式的又は儀礼的なものと認められる限度を

超える贈答を行っている者 

（４） 暴力団員が関与する賭博、無尽その他これらに類する行為に参加している者 

（５） 暴力団員と共に頻繁にゴルフ、飲食、旅行その他の遊興をしている者 

（利益付与処分に係る誓約書） 

第４条 条例第１０条第１項に規定する利益付与処分を受けようとする者は、市長等又は



指定管理者が必要があると認めるときは、次に掲げる事項を記載した誓約書を市長等又

は指定管理者に提出しなければならない。 

（１） 誓約者の氏名(法人にあっては、名称及び代表者名)及び住所(法人にあっては、

主たる事務所の所在地) 

（２） 誓約の年月日 

（３） 誓約者が条例第２条第４号に規定する暴力団員等に該当しないことを誓約する

旨 

（４） 誓約者並びに条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人並びに同号ウに規

定する使用人が、同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約す

る旨 

（５） 誓約者が法人である場合にあっては、条例第２条第４号イに規定する役員及び

使用人（市長等又は指定管理者が全ての使用人について記入することが困難であると

認めるときは、市長等又は指定管理者が指定する使用人に限る。次号において同じ。）

の氏名、氏名を片仮名で表記したもの、生年月日及び性別 

（６） 誓約者が個人である場合にあっては、誓約者及び条例第２条第４号ウに規定す

る使用人の氏名、氏名を片仮名で表記したもの、生年月日及び性別 

（本市の財産の貸付け等に係る誓約書） 

第５条 本市による条例第１１条各項に規定する行為の相手方となろうとする者は、市長

等が必要があると認めるときは、前条に規定する誓約書を市長等に提出しなければなら

ない。 

（公共工事に係る誓約書） 

第６条 条例第１２条第５項に規定する誓約書には、同項に定めるもののほか、誓約者の

氏名(法人にあっては、名称及び代表者名)及び住所(法人にあっては、主たる事務所の所

在地)並びに誓約の年月日を記載するものとする。 

２ 条例第１２条第５項第２号に規定する別に定める場合は、次に掲げる場合とする。 

（１） 契約の当事者間で、１件の公共工事に関し、基本契約（取引を継続して行うた

めに締結される取引に関する基本的事項を定める契約をいう。）を締結し、又は契約

の一方の当事者が定める基本約款（取引の基本的事項を定める約款をいう。）に他の

当事者が同意したうえで、当該基本契約又は基本約款（以下「基本契約等」という。）



に基づき具体的な契約を締結する場合において、次に掲げるとき。 

ア 当該基本契約等の締結又は同意の時に誓約書を徴している場合 

イ 当該基本契約等に基づく他の具体的な契約の締結の時に誓約書を徴している場合 

（２） 契約の当事者間で、１件の公共工事に関する契約の締結の時に誓約書を徴して

いる場合において、当該契約の変更の契約を締結するとき。 

（その他の事務事業に係る誓約書） 

第７条 条例第１３条に規定する契約に係る事務その他本市の事務又は事業の相手方とな

ろうとする者は、市長等が必要があると認めるときは、第４条に規定する誓約書を市長

等に提出しなければならない。 

（補則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、文化市民局長が

定める。 

附 則 

この規則は、平成２４年１０月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は、市長が認めるものに限り、当分の間、これを使用すること

ができる。 


